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景気 DI は 28.8 で 3 カ月連続改善、国内景気は着実に回復 

～ 緩やかな自律回復の動きも表れ始め、『小売』がリーマン・ショック時を上回る水準まで改善 ～ 

 

 
 
（調査対象2万1,882社、有効回答1万870社、回答率49.7％、調査開始2002年5月） 

 
< 2010 年3 月の動向 ： 緩やかな回復局面 >  

2010 年 3 月の景気動向指数（景気DI：0～100、50 が判断の分かれ目）は、前月比

2.1ポイント増の28.8と3カ月連続で改善し、その改善幅も拡大基調が続いた。 
業界別にみると、『製造』（31.0）が中国やインドなど新興国の需要増にけん引された

ほか、国内でも政策的な消費喚起によって改善を続け、2009 年春先の景気底入れ後の

最高を大幅に更新。『小売』（29.3）も水準としては『製造』に及ばなかったものの、家

電や自動車をはじめ、家具や衣料品関連なども大きく改善したことから、『製造』とと

もにリーマン・ショック時（2008年9月）を上回る水準まで改善した。 
全体の景気 DI はリーマン・ショック時（29.3）の水準には戻していないが、外需だ

けでなく、政策的な消費喚起や緩やかな自律回復の動きにより内需も幅広く底上げされ

たことで、過去最低をつけた2009年2月（18.6）から10.2ポイント改善した。国内景

気はいまだ脆弱であるものの、踊り場局面を脱して着実に回復を続けている。 
 

① 好調な外需や消費喚起により、『製造』は 30 台を回復してリーマン・ショック時を上回る 

・アジアを中心とする好調な外需によって、電気や自動車、鉄鋼、化学関連などで生産

活動の回復が続いた。また、政策的な消費喚起も功を奏し、『製造』は2009年春先の

景気底入れ後の最高を大幅に更新し30台を回復。リーマン・ショック時を上回った。  
② 政策に加えて自律回復の動きも表れ、『小売』もリーマン・ショック時を上回る水準に 

・年度末における企業の一段の低価格戦略やエコポイント制度、エコカー減税･補助金

などの政策が需要を押し上げ、「自動車・同部品小売」（35.0、同 7.1 ポイント増）や

「家電・情報機器小売」（32.4、同4.2ポイント増）などが大きく改善した。 
・他業種でも、「家具類小売」（29.2、同 8.0 ポイント増）や「繊維・繊維製品・服飾品

小売」（26.8、同 5.0 ポイント増）、「飲食店」（28.7、同 5.5 ポイント増）が改善する

など、いまだ低水準ながらも、内需全体に改善傾向が広がっている。 
→政策に加えて、緩やかな自律回復の動きも表れ始めたことで、『小売』もリーマン・

ショック時を上回る水準まで底上げされ、国内景気の緩やかな回復をけん引した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
< 今後の見通し ： 緩やかな回復局面 > 
中国やインドなど好調な外需によって、国内の生産活動は回復が見込まれる。また、

家計の金融資産が 3 年ぶりに増加（2009 年末）するなかで、政策的な消費喚起や低価

格品の広がりが消費者の購買力を復調させる契機となっている。今後、選択消費や巣ご

もりの傾向がやや緩和され、内需の底上げにつながることで、緩やかな自律回復の動き

が続くとみられる。2010 年度は前年度から続く家計支援に加えて、子ども手当や高校

授業料の実質無償化、住宅版エコポイント制度なども一定の効果が期待される。 
ただ、企業のコスト削減圧力は依然大きく、国内の人的投資や設備投資は弱含む可能

性が高い。雇用や所得に早期改善は見込めず、政策で前倒しされた需要も夏場以降は息

切れの懸念がある。また、新興国の成長拡大で原材料価格は上昇傾向にあるが、家計の

生活防衛意識が根強く残ることで、転嫁は進まず、企業の収益性低下も懸念される。 
景気予測 DI は「１カ月後」（29.6、当月比 0.8 ポイント増）、「3 カ月後」（30.5、同

1.7 ポイント増）、「6 カ月後」（32.1、同 3.3 ポイント増）となった。国内景気は力強さ

には欠けるものの、内外需の底上げにより、緩やかな回復局面が続くとみられる。 
 
 
 
 
 

TDB 景気動向調査（全国）  ― 2010年3月調査 ― 2010年4月5日 
株式会社帝国データバンク 産業調査部 

              http：//www.tdb.co.jp/ 
                 景気動向調査専用HP  http：//www.tdb-di.com/ 
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同時景気後退

【全国の景気DI】

2002年 03年 04年 05年 06年

47.9

（月次調査／調査開始：2002年5月） （DI、0～100）
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IT関連の在庫調整

トリノ冬季五輪
サッカーW杯
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07年 08年

踊り場

踊り場

りそなへの公的資金注入
により金融不安が後退

09年

リーマン・ショック

サブプライム問題拡大
原油・素材価格高騰

生活不安の増大

18.6

（月）

28.8

26.1

10

〔 前月までの動向 〕
2009年春先の景気底入れ以後、景気DIは改善基調を持続。

雇用や所得悪化、デフレ、円高、新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞなどで踊り場局面となったが、
内外需の底上げで再び回復傾向に。

2009年3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月

19.4 20.4 20.7 22.3 23.1 24.5 24.7 24.9 24.7

前月比 0.8 1.0 0.3 1.6 0.8 1.4 0.2 0.2 ▲ 0.2

2009年12月 2010年1月 2月 3月 1カ月後 3カ月後 6カ月後 1年後

23.9 25.1 26.7 28.8 29.6 30.5 32.1 34.6

前月比 ▲ 0.8 1.2 1.6 2.1 2010年3月比 0.8 1.7 3.3 5.8
※1：網掛けなしは改善、黄色の網掛けは横ばい、青色の網掛けは悪化を示す
※2：景気予測DIは、ARIMAモデルに経済統計を加えたstructural ARIMAモデルで分析

景気DI

景気DI 景気予測DI
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業界別：『小売』がリーマン・ショック時を上回る水準まで改善 

・『製造』『小売』『サービス』など10業界すべてが9カ月ぶりにそろって改善。 
・『建設』（23.5）… 前月比1.0ポイント増。3カ月連続で改善したが、民間設備投資の抑

制や公共事業の縮小によって、『建設』は 10 業界別（『その他』除く）で 9 カ月連続の

最低となった。 
・『製造』（31.0）… 同 2.8 ポイント増。好調な外需や政策的な内需の底上げにより、「化

学品製造」（36.6、同 3.0 ポイント増）や「電気機械製造」（35.2、同 4.1 ポイント増）、

「機械製造」（29.0、同 2.0 ポイント増）などが改善。これにより、『製造』は 2009 年

春先の景気底入れ後の最高を大きく更新して 30 台を回復し、リーマン・ショック時の

2008年9月（30.9）を上回った。 
・『小売』（29.3）… 同 2.6 ポイント増。政策的な消費喚起により「自動車・同部品小売」

（35.0）が同 7.1 ポイント増、「家電・情報機器小売」（32.4）が同 4.2 ポイント増と大

きく改善した。また、緩やかな自律回復の動きも表れ始めたことで、「家具類小売」（29.2、
同8.0ポイント増）や「繊維・繊維製品・服飾品小売」（26.8、同5.0ポイント増）、「飲

食料品小売」（31.0、同3.5ポイント増）も改善するなど、いまだ低水準ながらも、内需

全体に改善傾向が広がっている。『小売』は 3 カ月連続で改善し、リーマン・ショック

時の2008年9月（27.8）を上回る水準まで底上げされた。 
→ 最高の『農・林・水産』と最低の『建設』の格差（7.6ポイント、『その他』除く）

は、同1.5ポイント増と2カ月ぶりに拡大した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業界別グラフ（2006年1月からの月別推移）
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06年1月 4月 7月 10月 07年1月 4月 7月 10月 08年1月 4月 7月 10月 09年1月 4月 7月 10月 10年1月

農・林・水産

製造

金融

サービス

小売

卸売

運輸・倉庫

不動産

建設

その他

09年
3月

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
10年
1月

2月 3月 前月比

農・林・水産 24.2 28.3 27.3 28.2 28.8 31.4 30.3 28.9 29.7 26.8 26.8 28.6 31.1 2.5

金融 21.9 23.0 25.3 27.1 26.4 27.0 28.2 27.9 28.2 26.2 28.3 28.1 30.4 2.3

建設 19.5 19.6 19.0 20.7 21.5 23.1 22.4 22.3 22.0 20.8 21.0 22.5 23.5 1.0

不動産 21.1 21.4 22.7 24.6 26.1 26.0 27.4 26.9 25.4 23.9 26.2 26.9 28.2 1.3

飲食料品・飼料製造 27.8 30.5 29.8 31.5 31.0 32.5 31.9 30.7 29.9 29.0 28.7 29.2 31.9 2.7

繊維・繊維製品・服飾品製造 17.5 19.2 21.8 21.1 23.5 24.1 23.8 22.4 23.1 21.5 23.2 24.0 26.7 2.7

製造 建材・家具、窯業・土石製品製造 16.1 15.9 15.9 18.2 19.7 20.3 19.1 21.2 21.6 20.0 21.3 24.1 26.0 1.9

パルプ・紙・紙加工品製造 19.5 20.8 21.1 22.0 25.4 26.5 26.7 29.0 27.0 26.7 28.0 28.7 31.9 3.2

出版・印刷 19.1 21.0 21.1 20.7 20.4 22.0 22.2 22.1 21.2 21.4 21.4 21.5 24.4 2.9

化学品製造 18.4 20.3 22.1 25.6 26.1 28.5 30.9 31.1 32.9 31.9 32.1 33.6 36.6 3.0

鉄鋼・非鉄・鉱業 13.4 14.1 15.1 16.5 18.0 20.9 21.2 21.9 23.1 22.7 25.1 27.3 30.3 3.0

機械製造 14.7 15.5 15.6 16.9 18.3 19.7 19.9 20.7 20.4 21.5 24.6 27.0 29.0 2.0

電気機械製造 14.3 15.7 15.9 18.7 21.6 24.0 24.6 26.4 26.7 27.0 29.4 31.1 35.2 4.1

輸送用機械・器具製造 12.1 15.4 15.5 19.0 20.3 22.3 24.6 25.8 26.9 28.0 30.5 32.4 34.6 2.2

精密機械、医療機械・器具製造 20.1 20.7 20.6 24.1 21.7 25.5 26.9 25.0 28.2 29.5 31.5 34.2 35.3 1.1

その他製造 20.3 20.9 19.5 20.8 22.1 21.2 21.0 21.6 22.0 19.1 22.7 23.9 27.0 3.1

全　体 17.5 18.7 19.2 21.0 22.2 24.0 24.4 24.9 25.3 25.0 26.6 28.2 31.0 2.8

飲食料品卸売 25.9 27.1 27.7 29.4 28.5 29.8 28.5 28.5 27.0 26.1 25.4 27.3 29.3 2.0

繊維・繊維製品・服飾品卸売 18.2 18.9 18.4 20.3 20.0 20.9 21.1 21.6 19.4 18.8 20.9 21.8 24.1 2.3

卸売 建材・家具、窯業・土石製品卸売 17.2 18.3 17.3 18.3 19.5 19.8 20.4 20.9 20.3 18.9 20.0 22.1 23.5 1.4

紙類・文具・書籍卸売 20.7 21.9 21.6 23.6 22.1 24.2 23.8 23.6 24.8 24.4 24.5 25.6 27.6 2.0

化学品卸売 21.0 22.9 24.2 26.6 27.6 28.7 29.4 29.4 28.5 28.3 30.3 31.9 34.0 2.1

再生資源卸売 11.9 14.9 19.0 23.2 25.4 32.6 31.7 29.7 29.5 28.3 30.4 36.4 42.5 6.1

鉄鋼・非鉄・鉱業製品卸売 15.0 15.7 16.9 16.8 19.5 20.8 21.4 21.4 21.6 21.4 23.5 24.9 28.0 3.1

機械・器具卸売 17.6 18.4 18.1 20.3 20.8 22.1 22.6 23.5 23.8 23.1 25.1 27.4 30.3 2.9

その他の卸売 21.5 23.8 24.4 25.2 26.8 26.8 27.5 27.5 26.8 26.0 25.8 27.0 29.8 2.8

全　体 19.2 20.3 20.5 22.1 22.8 23.9 24.1 24.5 24.1 23.4 24.6 26.4 28.9 2.5

飲食料品小売 24.4 26.4 26.6 25.5 29.1 30.3 29.2 28.2 28.5 25.5 26.8 27.5 31.0 3.5

繊維・繊維製品・服飾品小売 18.3 19.2 22.2 21.4 21.2 24.3 25.2 21.9 20.3 20.8 19.5 21.8 26.8 5.0

医薬品・日用雑貨品小売 32.0 32.7 37.3 31.8 33.3 34.7 40.2 37.1 38.6 34.2 36.5 30.8 32.6 1.8

小売 家具類小売 21.2 16.7 19.4 16.7 18.1 17.9 20.8 20.4 16.7 16.7 18.1 21.2 29.2 8.0

家電・情報機器小売 25.0 27.9 25.0 27.5 26.9 25.8 28.2 27.5 27.3 25.8 28.1 28.2 32.4 4.2

自動車・同部品小売 15.8 19.9 19.6 25.6 23.3 24.4 28.2 27.1 29.2 26.5 31.2 27.9 35.0 7.1

専門商品小売 21.2 22.1 22.0 23.9 25.1 25.7 24.5 24.7 24.3 23.1 23.8 26.2 26.9 0.7

各種商品小売 25.5 26.2 27.0 27.3 26.3 26.1 25.8 26.2 27.0 24.1 27.5 28.2 27.9 ▲ 0.3

その他の小売 24.1 21.4 19.0 22.9 26.2 23.8 22.9 26.2 16.7 19.4 14.3 25.0 21.4 ▲ 3.6

全　体 22.4 23.7 24.0 25.1 25.7 26.4 27.0 26.3 26.5 24.4 25.9 26.7 29.3 2.6

運輸・倉庫 17.6 19.0 20.1 20.6 22.1 23.2 24.5 26.0 26.0 24.8 25.8 27.4 28.8 1.4

飲食店 28.1 28.7 29.2 31.9 28.1 29.9 29.5 26.7 21.6 20.3 22.0 23.2 28.7 5.5

郵便、電気通信 34.7 37.5 33.3 42.6 43.9 44.4 43.3 43.3 47.9 42.4 48.6 42.4 43.9 1.5

電気・ガス・水道・熱供給 28.6 31.3 31.3 33.3 33.3 31.3 35.7 31.3 35.4 37.5 33.3 31.7 31.7 0.0

リース・賃貸 25.7 25.4 25.3 25.6 27.2 28.6 27.4 27.2 26.0 26.2 28.4 30.7 29.7 ▲ 1.0

旅館・ホテル 19.8 20.5 15.9 18.2 22.4 26.3 22.5 21.8 21.0 20.9 21.5 22.5 26.5 4.0

娯楽サービス 24.0 26.1 24.5 29.7 28.9 27.3 28.0 25.2 28.8 25.2 26.1 30.1 29.0 ▲ 1.1

サービス 放送 21.6 23.1 25.6 25.5 23.8 27.1 25.0 27.8 22.6 24.4 25.0 26.7 29.2 2.5

メンテナンス・警備・検査 25.7 25.9 25.8 27.0 27.2 27.8 28.8 28.3 28.6 27.6 27.9 29.0 30.6 1.6

広告関連 16.7 18.2 18.4 20.0 19.3 22.1 19.8 19.6 20.0 17.9 20.1 21.3 23.1 1.8

情報サービス 23.1 23.1 23.6 24.4 25.0 26.6 26.8 26.6 25.8 25.7 27.1 28.6 30.5 1.9

人材派遣・紹介 16.0 13.6 14.6 19.0 19.7 19.0 22.2 21.3 19.7 22.8 23.2 23.9 26.8 2.9

専門サービス 21.0 23.6 24.6 27.3 28.5 30.3 29.9 28.2 26.8 26.4 26.1 28.8 28.9 0.1

医療・福祉・保健衛生 23.7 27.6 26.4 26.5 27.0 28.1 29.5 29.0 27.9 25.8 27.8 27.4 30.9 3.5

教育サービス 30.8 27.5 32.4 31.5 26.3 29.2 32.4 28.7 31.5 26.0 28.4 32.2 36.7 4.5

その他サービス 27.8 28.8 27.7 29.0 29.6 30.8 31.0 31.1 30.6 30.5 29.7 30.4 32.1 1.7

全　体 23.1 24.0 24.0 25.5 26.0 27.5 27.3 26.7 26.1 25.6 26.6 28.0 29.5 1.5

その他 13.6 16.7 14.9 17.3 18.4 18.1 17.2 19.3 19.9 13.7 19.5 17.8 20.8 3.0

  格差（10業界別『その他』除く） 6.7 9.6 8.3 7.6 7.3 8.3 7.9 6.6 7.7 6.0 7.3 6.1 7.6

※網掛けなしは前月比改善または増加、黄色の網掛けは前月比横ばい、青色の網掛けは前月比悪化または減少を示す
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規模別：「大企業」「中小企業」「小規模企業」の全規模が 3 カ月連続で改善 

・「大企業」（30.0、前月比2.1ポイント増）、「中小企業」（28.5、同2.2ポイント増）、「小

規模企業」（25.9、同1.9ポイント増）は3カ月連続で全規模が改善した。 

→ 「大企業」と「中小企業」の規模間格差（1.5ポイント）は、同0.1ポイント減と

2カ月ぶりに縮小した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域別：『南関東』が内外需の改善により、1 年 6 カ月ぶりに 30 台を回復 
・『南関東』や『東海』など10地域すべてが3カ月連続でそろって改善。 
・『南関東』（30.2）… 前月比 2.3 ポイント増。域内の『製造』（32.3）は、電気や機械、

化学、自動車関連などで着実に改善し、『小売』（32.4）など内需関連業界も底上げが続

いたことから、前月に続いて 2 カ月連続で全 10 地域中の首位となり、リーマン・ショ

ック時の2008年9月（30.6）以来、1年6カ月ぶりに30台を回復した。 
・『東海』（27.9）… 同 2.3 ポイント増。域内の『製造』（29.8）では、電気や化学関連業

界で改善が進んだ。「輸送用機械・器具製造」（30.2）も改善したが、トヨタの大規模リ

コール問題も影響して、全国の同業種（34.6）に比べて改善の遅れが目立った。『小売』

（27.7）、『サービス』（28.7）など内需関連業界も全国より低迷したことで、『東海』全

体としてはリーマン・ショック（2008年9月）以降、1年6カ月連続で全国を下回る水

準が続いた。 
・『九州』（29.9）… 同 2.1 ポイント増。アジア向け輸出や内需の緩やかな復調によって、

「化学品製造」（42.4）や「電気機械製造」（42.2）などで改善が続き、内需も『建設』

（25.4）、『サービス』（32.7）などが全国を上回る傾向が続いたことで、『九州』は全国

10地域中、2カ月連続で『南関東』に次ぐ第2位となった。 
→  最高の『南関東』と最低の『北海道』との格差（5.2 ポイント）は、同 1.1 ポイ

ント増と3カ月ぶりに拡大した。 
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06年1月 4月 7月 10月 07年1月 4月 7月 10月 08年1月 4月 7月 10月 09年1月 4月 7月 10月 10年1月

大企業 中小企業 （うち小規模企業）

規模別グラフ（2006年1月からの月別推移）

09年
3月

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
10年
1月

2月 3月 前月比

大企業 21.1 22.4 22.6 24.1 24.8 25.7 25.9 26.0 25.9 25.2 26.3 27.9 30.0 2.1

中小企業 18.9 19.8 20.0 21.7 22.6 24.1 24.3 24.5 24.3 23.5 24.7 26.3 28.5 2.2

（うち小規模企業） 18.5 19.3 19.2 21.0 21.6 23.1 23.1 23.0 22.4 21.6 22.6 24.0 25.9 1.9

格差（大企業－中小企業） 2.2 2.6 2.6 2.4 2.2 1.6 1.6 1.5 1.6 1.7 1.6 1.6 1.5

※網掛けなしは前月比改善または増加、黄色の網掛けは前月比横ばい、青色の網掛けは前月比悪化または減少を示す

地域別グラフ（2006年1月からの月別推移）
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55

06年1月 4月 7月 10月 07年1月 4月 7月 10月 08年1月 4月 7月 10月 09年1月 4月 7月 10月 10年1月

南関東

九州

四国

近畿

北関東

中国

東海

北陸

東北

北海道

地域別景気ＤＩ

全国平均（28.8）と同水準以上の地域

全国平均（28.8）を下回っている地域

北関東
29.1

南関東
30.2

北陸
26.3

東海
27.9

近畿
29.2

中国
28.3

四国
29.3

九州
29.9

北海道
25.0

東北
26.2

09年
3月

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
10年
1月

2月 3月 前月比

19.5 20.6 20.8 21.8 23.1 24.6 25.4 25.8 25.3 23.9 24.2 24.4 25.0 0.6

17.6 19.5 18.6 20.8 21.8 24.0 23.7 24.1 23.8 22.5 22.7 23.9 26.2 2.3

17.1 18.2 18.5 19.9 21.3 22.3 23.5 23.6 24.1 23.5 24.4 26.5 29.1 2.6

20.5 21.8 22.1 23.4 24.5 25.4 25.8 25.5 25.6 24.7 26.1 27.9 30.2 2.3

16.5 16.7 17.7 20.1 19.8 22.0 22.2 22.6 22.4 20.9 22.0 23.8 26.3 2.5

17.1 17.6 18.6 20.2 21.0 22.6 22.7 23.6 23.0 22.7 24.3 25.6 27.9 2.3

19.5 20.2 19.9 22.2 22.7 24.4 24.4 24.8 24.4 23.8 25.3 27.0 29.2 2.2

19.8 20.9 21.0 22.2 23.0 23.8 24.0 24.1 24.2 22.9 24.6 25.9 28.3 2.4

21.5 21.5 23.2 24.3 25.8 28.2 27.3 27.8 26.4 26.0 26.5 27.3 29.3 2.0

22.3 22.9 22.7 24.1 24.7 25.7 25.7 26.1 25.8 25.9 26.9 27.8 29.9 2.1

5.8 6.2 5.5 4.4 6.0 6.2 5.1 5.2 4.0 5.1 4.9 4.1 5.2

※網掛けなしは前月比改善または増加、黄色の網掛けは前月比横ばい、青色の網掛けは前月比悪化または減少を示す

格差

四国

九州

近畿

中国

北陸

東海

北関東

南関東

北海道

東北
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1月 2月 3月 1月 2月 3月
26.8 28.6 31.1 △ 24.6 26.4 28.9 ○

農・林・水産 卸売
× 消費減退による販売単価の低迷（養豚） ○ やや動きは出てきたが、例年よりダイナミックさに欠ける（紙卸売）
× △

28.3 28.1 30.4 △ × スーパーでの販売が落ち込み、商品が売れない状況（婦人服卸売）
金融 ×

×
25.9 26.7 29.3 ○ 来場者が増加、成約も増えてきた（自動車小売）

× 取扱件数の割に単価が低い（クレジットカード） 小売 ○ 2009年に比べるとやや売り上げが回復している（婦人服小売）

× 仕事量が減っているとよく聞く（事業所向け貸金） ○ 売り上げがやや増加傾向にある（宝石・貴金属製品小売）
21.0 22.5 23.5 ○ 住版宅エコポイント効果から需要が増加している（冷暖房設備工事） ○

建設 ○ 住宅に関して言えば、少し持ち直してきた（建築工事）

× ×

× 25.8 27.4 28.8 ○
運輸・倉庫

× ×

× 公共事業減で地域経済低迷（一般土木建築工事） × 消費財の荷動きが低迷している（貨物自動車運送）

26.2 26.9 28.2 ○ ×
不動産

○ × 売り上げの減少に加え、政府による業界の締め付けも厳しい（タクシー）

26.6 28.0 29.5 ○
サービス

× 例年以上に賃貸市場の動きが悪く、空室が多い（不動産賃貸） × 客単価の低下による売り上げ減少が続いている（フィットネスクラブ）
×

26.6 28.2 31.0 ○ 政策で家電・自動車関係が堅調。景気全般が回復基調（化学品製造）
製造 ○ ×

○ 鉄鋼は値上がり前の駆け込み需要が発生している（鋼管製造） ×
○ デフレ傾向にあるが、個人消費は持ち直しつつある（化学品製造）

× トヨタのリコール問題の影響により、回復が遅れている（自動車部品製造）

×

× 建設関連は史上最悪と言っていい状況が継続（コンクリート製造）

× 中国向けはあるが、国内の設備投資案件がない（精密機械製造）

自動車業界は新車販売ではエコカー減税や補助金政策の効果があり、ま
だ継続する見通し（自動車小売）

春先の新卒需要が低迷。売れ筋は軽自動車やコンパクトカーなど補助金
目当てばかりで、RV系やミドルクラス以上の需要はない（自動車小売）

分譲住宅は購入意欲が強く、過熱気味なほど売れている。着工前に図面
でこれほど売れてしまうのは経験したことがない（建売売買）

住宅版エコポイント制度や減税に対する関心は高い。既存の建売住宅は
売買の成約が相次いでいる。短期間で成約に結びついているため、需要
が徐々に回復しつつあるように感じる（不動産売買）

物件の少なさ、単価の底割れ、過当競争によるダンピング合戦。何一つ良
い要素なし（大工工事）

受注単価が下げ止まらず、同業者間での潰し合いの状態が続いている
（型枠工事）

多くの企業が決算を迎える3月は通常であれば物量が増え、荷動きも良く
なる月であるが、今年は荷動きが悪い（貨物自動車運送）

新興国の景気回復と各国政府の財政出動の影響を受け、海外案件の取
扱量が一時的に回復している（港湾運送）

加工原料の調達は2～3年前と比べ回復しつつあるものの、デフレにより製
品価格低下から利益確保が非常に厳しい状況（漁協）

住宅建築の低迷により、国産木材需要は量・価格とも低迷が続いている
（森林組合）

中小企業金融円滑化法により資金繰りが良化している企業もあるが、売り
上げ、利益の業況からは、景気回復の感じがしない（信用金庫）

消費や観光の一部、また製造業も輸出の回復で持ち直しの動きが見られ
る（普通銀行）

官需の減少は今更ながらの話だが、民需がこんなに無いのは初めてだ。
同業他社および協力業者関係者も一様に同じような状態（大工工事）

二次電池部品・自動車関連のハイブリッド関係部品など、低炭素製品の部
品事業が好転している（金属部品製造）

3月、4月の予約、集客が最悪の状態になっている。まだまだ脱出口が見え
てこない状況（温泉旅館）

設備投資をする余裕のない会社が多い。また、投資意欲があっても融資審
査が通らないケースが見受けられる（機械卸売）

3月末までエコポイント適応の省エネ基準テレビの駆け込み需要のため、
一時的なものではあるが好調（家電卸売）

わずかだが底打ち感がでてきた。しかし、新築は乏しく、価格競争を招いて
いる。回復傾向は大手のみで下請けは伸び悩んでいる（鋼材卸売）

業界名 判断理由
    （○＝良いと判断した理由、△＝どちらでもない理由、×＝悪いと判断した理由）

業界名 判断理由
    （○＝良いと判断した理由、△＝どちらでもない理由、×＝悪いと判断した理由）

業界別の景況感「現在」（2010年3月調査分）

取引先より専属トラックの台数を減らされている。また、単価のダンピング、
稼動率の減少、配送付加作業の増加など厳しい（貨物自動車運送）

今年度まで予算を圧縮していた得意先企業が、新年度はやや改善に向
かっている傾向にある（ソフト受託開発）

食品全体の荷動きが鈍い。末端の値下げ競争に終始しており、対応できる
会社しか生き残れない（食品製造）

仕入れ単価の値上げ要請が多い。原価圧縮にも限界があり、適正な収益
の確保ができない（ビルメンテナンス）

単価を下げて稼働率を維持している状況は相変わらずで、厳しい状態が
続いている（ホテル）
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○ ○
農・林・水産 卸売

× ○ 個人消費に回復期待（ギフト商品販売）
○

× 現在の雇用情勢からすると、消費が回復するとは思えない（養豚）

○ 一部中堅企業に金融機関の融資が出始めている（不動産金融） ×
金融 ×

○ 子ども手当法成立により、需要が活発になってくる（玩具小売）

× 小売 ○ 消費が伸びてきている（食品小売）

○ 商品の動向から、一部に明るい兆しがある（スポーツ用品小売）

×
○

建設 ×
×

△
× 引き合い物件が極端に少なく、まだまだ先が見えない（電気配線工事） 運輸・倉庫

× ×

△ × 減車の効果がいつ発生するかわからない（タクシー）
不動産 ×

○ 4月から診療報酬のプラス改定があるため（病院）

△ サービス ×

× テナント空室率の上昇と賃料の下落が続きそう（貸ビル） ×
○

製造 ×
△ 鉄鋼業界は、上半期が好調と推測するが下半期は不透明（鉱業）

△ ×

×

×

自動車関係の仕事が徐々に増加しているため、若干の改善がみられる（金
属プレス製品製造）

量産品はコストでは中国に太刀打ちできない。小ロットのものしか国内に
残っておらず、この状況は今後も変わらない（金属製品製造）

阪神工業地帯への進出企業の業績好調により、鉄鋼やデジタル家電関連
製品の景気が全般に回復基調となる（工業用プラスチック製造）

有効求人倍率や就職内定率が示す雇用情勢の厳しさなどから、先行きは
不透明な状況が続いている（普通銀行）

都市部の住宅在庫が適正水準となったことで、新規住宅建設に明るさが
戻ることに期待（冷暖房設備工事）

住宅版エコポイント制度で短期的にはやや上向くと思うが、根本的に所得
低下という問題が払拭されない。銀行ローンにおいても、特に民間企業勤
務者に対する与信審査が以前よりも厳しくなっていることから、好転までに
は至らないと考えている（不動産売買）

公共工事予算削減は、民間工事の補てんを狙うゼネコンの低価格入札を
加速させデフレ要因となっている。この状況は今後も続く（土木工事）

公共事業費の大幅削減(前年度の当初予算比で約2割近く減少)や地方自
治体の財政難でさらに悪くなる（土木工事）

在庫の飽和状況が片付けば、需供バランスに変化を生むことになり、多少
は期待できる（不動産仲介）

昨年の悪天候から、悪天候対策のための技術講習などが開催されており、
2009年に比べ、やや回復すると思われる（農業）

業界別の景況感「先行き」（2010年3月調査分）

業界名

鋼材価格は上がるものの、仕事量は増えない状況を懸念している（産業用
機械製造）

判断理由
    （○＝良いと判断した理由、△＝どちらでもない理由、×＝悪いと判断した理由）

ファストファッションの出店が続いており、得意先小売店の販売不振が懸念
される（男子服卸売）

LED照明部材、新エネルギー関連部材の販売など環境関連で売り上げ、
利益が確保できる見通し（プラスチック成形材料卸売）

住宅版エコポイント制度による住宅リフォーム需要の拡大が期待される。今
しばらく動向を見極める必要があるが、住宅取得の潜在需要は徐々に高
まってくると思われる（板ガラス卸売）

判断理由
    （○＝良いと判断した理由、△＝どちらでもない理由、×＝悪いと判断した理由）

デフレ進行により価格低下傾向が続いていること、また市況作物の作柄は
天候次第のため先行きの動向には不透明感がある（農協）

取引先からの運送料値下げの圧力は厳しいものがあるが、物流量自体は
下げ止まり感がある（一般貨物自動車運送）

環境問題がらみで、事業者も一般家庭でも需要量は減少傾向にある（ガソ
リンスタンド）

補助金施策が9月までであり、その後は、落ち込む事が予想される（自動車
小売）

改正貸金業法の完全施行による利息収入の低下や過払い返還請求の悪
影響が懸念される（事業者向け貸金）

業界名

大阪では相次ぐ百貨店の増改築や梅田北ヤードの開発に期待がかかる
が、個人消費低迷のなかでは、受注できたとしても利益の出ない厳しい請
負額となることが予想される（ビルメンテナンス）

システム開発は改修および追加機能のみで大きな案件は発生していな
い。企業が設備投資を控える状況が続きそうだ（ソフト受託開発）

現段階では、各クライアントの業績が拡大するとは思えない。当面、広告予
算の縮小は続くだろう（広告代理店）

エンドユーザーが相手なので、給与の回復が大きなポイントだが、雇用情
勢の回復遅れから当面は期待できない（パチンコホール）

燃料価格の高騰に加え、需要が回復しないため同業者のダンピングが今
後も続きそうだ（一般貨物自動車運送）

エコポイント関連の特需が無くなれば消費は落ち込むだろう。また上海万
博以降の中国向け需要の停滞も懸念している（一般貨物自動車運送）
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調査先企業の属性 
1．調査対象（2 万1,882 社、有効回答企業1 万870 社、回答率49.7％） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2．調査事項 
・景況感（現在）および先行きに対する見通し 

・経営状況（売り上げ、生産・出荷量、仕入れ単価・販売単価、在庫、設備稼働率、従業員数、時間

外労働時間、雇用過不足感、設備投資意欲）および金融機関の融資姿勢について 

・2010年度の業績見通しに関する企業の意識調査 

3．調査時期・方法 
   2010年3月19日～ 31日（インターネット調査） 

 

景気 DI について 

■TDB 景気動向調査の目的および調査項目 
全国企業の景気判断を総合した指標。国内景気の実態把握を主目的として、2002年5月から調査

を行っており、景気判断や企業収益、設備投資意欲、雇用環境など、企業活動全般に関する項目に

ついて、全国2万社以上を対象に実施している月次の統計調査（ビジネス・サーベイ）である。 

■調査先企業の選定 
全国全業種、全規模を対象とし、調査協力の承諾が得られた企業を調査先としている。 

■DI 算出方法 

DI（ディフュージョン・インデックス〈Diffusion Index〉）は、企業による 7 段階の判断に、それぞれ下

表カッコ内の点数を与え、これらを各回答区分の構成比（％）に乗じて算出している。 

 

 

 

50 を境にそれより上であれば「良い」超過、下であれば「悪い」超過を意味し、50 が判断の分かれ

目となる。なお、小数点第2位を四捨五入している。また、DIの算出においては、企業規模の大小に

基づくウェイト付けは行っておらず、「1社1票」の単純平均の形をとっている。 

■企業規模区分 
企業の多様性が増すなか、資本金や従業員数だけでは計りきれない実態の把握を目的に、中小

企業基本法に準拠するとともに、全国売上高ランキングデータを加え、下記のとおり区分している。 
 
 
 
 
 

■景気予測DI 
景気DI の先行きを予測する指標。ARIMAモデルに、経済統計や TDB景気動向調査の｢売り

上げDI｣、｢設備投資意欲DI｣、｢先行き見通しDI｣などを加えた structural ARIMAモデルで分析
し、景気予測DIを算出している。 
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非常に悪い 悪い やや悪い どちらともいえない やや良い 良い 非常によい

( 0 ) ( 1/6 ) ( 2/6 ) ( 3/6 ) ( 4/6 ) ( 5/6 ) ( 6/6 )

0 16.7 33.3
DI=50

判断の分かれ目
66.7 83.3 100

業界 大企業 中小企業（小規模企業を含む） 小規模企業

製造業その他の業界 「資本金3億円を超える」 かつ 「従業員数300人を超える」 「資本金3億円以下」 または 「従業員300人以下」 「従業員20人以下」

卸売業 「資本金1億円を超える」 かつ 「従業員数100人を超える」 「資本金１億円以下」 または 「従業員数100人以下」 「従業員5人以下」

小売業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員50人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員50人以下」 「従業員5人以下」

サービス業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員100人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員100人以下」 「従業員5人以下」

注1：中小企業基本法で小規模企業を除く中小企業に分類される企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが上位3％の企業を大企業として区分

注2：中小企業基本法で中小企業に分類されない企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが下位50％の企業を中小企業として区分

注3：上記の業種別の全国売上高ランキングは、TDB産業分類（1,359業種）によるランキング

（1）地域

539 1,183
680 1,786
700 679

3,610 336
547 810

10,870

（2）業界（10業界51業種）

37 84
125 46

1,527 22
272 12

飲食料品・飼料製造業 356 36
繊維・繊維製品・服飾品製造業 126 51
建材・家具、窯業・土石製品製造業 240 137
パルプ・紙・紙加工品製造業 115 67
出版・印刷 210 7
化学品製造業 417 399
鉄鋼・非鉄・鉱業 513 36
機械製造業 461 11
電気機械製造業 363 10
輸送用機械・器具製造業 94 145
精密機械、医療機械・器具製造業 77 39
その他製造業 100 54
飲食料品卸売業 407 12
繊維・繊維製品・服飾品卸売業 225 139
建材・家具、窯業・土石製品卸売業 421 140
紙類・文具・書籍卸売業 127 393
化学品卸売業 330 59
再生資源卸売業 20 220
鉄鋼・非鉄・鉱業製品卸売業 401 94
機械・器具卸売業 1,086 20
その他の卸売業 427 136

24
10,870

（3）規模

2,608 24.0%

8,262 76.0%

(2,242) (20.6%)

10,870 100.0%

(353) (3.2%)

専門サービス業

医療・福祉・保健衛生業

教育サービス業

放送業

メンテナンス・警備・検査業

情報サービス業

電気・ガス・水道・熱供給業

リース・賃貸業

旅館・ホテル

娯楽サービス

（うち上場企業）

東海（岐阜 静岡 愛知 三重）北海道

東北  （青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島）

北関東（茨城 栃木 群馬 山梨 長野）

北陸  （新潟 富山 石川 福井） 九州（福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島 沖縄）

合  計

人材派遣・紹介業

広告関連業

合  計

中小企業

大企業

その他サービス業

その他

合  計

（うち小規模企業）

その他の小売業

飲食店

郵便業、電気通信業

（3,072）

卸売

（3,444）

金融

建設

不動産

製造

農・林・水産

四国（徳島 香川 愛媛 高知）

中国（鳥取 島根 岡山 広島 山口）

近畿（滋賀 京都 大阪 兵庫 奈良 和歌山）

小売

飲食料品小売業

繊維・繊維製品・服飾品小売業

医薬品・日用雑貨品小売業

家具類小売業

南関東（埼玉 千葉 東京 神奈川）

（462）

サービス

（1,508）

運輸・倉庫

家電・情報機器小売業

自動車・同部品小売業

専門商品小売業

各種商品小売業


